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施　工　条　件　総　括　表

　下記項目、事項のうち○印欄は、工事施工にあたって制約等をうけることになるので明示する。

なお、明示事項に変更が生じた場合及び明示されていない制約等が発生したときは、甲（町）と

協議し、適切な措置を講ずるものとする。

明示事項

Ｉ工程関係 １．関連する別途発注工事あり

　・工事名：

　・工事内容：

　・影響個所：

　・予定期間：

２．施工時期、時間、方法の制限あり

　・施工内容：

　・施工時期：

　・施工時間：

　・施工方法： 工期短縮を図ること。

３．関係機関協議による工程条件あり

　・制約を受ける内容：

　・協議内容：

　・完了予定時期：

４．関係機関協議の結果、特定条件による工程の影響あり

　・項目：

　・影響範囲：

５．余裕工期を設定

　・工事着手時期：

６．地下埋設物、埋蔵文化財の事前調査の必要あり

　・項目：

　・調査期間：

　・移設期間：

７．設計工程上見込んでいる休日等作業不能日数

　・日数(期間)：

８．その他

Ⅱ用地関係 １．工事用地等の未処理部分あり

　・処理見込時期：

　・区間(範囲)：

２．工事用地等の使用終了後の復旧方法指定あり

３．工事用仮設道路、資機材置き場の借地指定あり

　・場所、範囲：

　・時期、期間：

　・使用条件：

　・復旧方法：

　・その他：

２．仮設ヤード(官有地等)の指定等あり

　・場所、範囲：

　・時期、期間：

　・使用条件：

　・復旧方法：

　・その他：

３．その他

施　　　工　　　条　　　件
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施　工　条　件　総　括　表

明示事項 施　　　工　　　条　　　件

Ⅲ公害対策 １．公害防止(騒音、振動、粉塵、排出ガス)の制限あり

　関　　係 　・施工方法： 建設機械は原則として排出ガス対策型を使用すること。

　・建設機械、設備：

　・作業時間：

２．水替、流入防止施設の必要あり

　・内容：

　・期間：

３．濁水、湧水処理に対する特別な対策の必要あり

　・処理施設：

　・処理条件：

４．騒音、振動、地盤沈下、地下水の枯渇、電波障害等により懸念される事業損失に対する調査の必要あり

　・事前又は事後の別：

　・調査時期：

　未然防止の為必要な

　・調査方法：

　・範囲：

５．その他

Ⅳ安全対策 １．交通安全施設等の指定あり

　関　　係 　・内容：

　・期間：

２．近接作業制限あり（鉄道、ガス、水道、電気、電話等）

　・内容：

　・工法制限：

　・作業時間制限：

３．交通誘導員等の配置の指定、又は発破作業制限あり

　・内容： 警察等関係機関との協議により交通処理方法の変更が生じた場合は、

事前に監督員と協議すること。

４．防護施設（落石、雪崩、土砂崩落等）の必要あり

　・内容：

５．その他

Ｖ工 事 用 １．一般道路（搬入路）の使用制限あり

　道路関係 　・搬入経路：

　・期間、時間帯：

　・使用後の処置：

２．仮設道路設置

　・安全施設：

　・維持補修：

　・工事完了後の「在置」又は「撤去」：

３．その他
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施　工　条　件　総　括　表

明示事項 施　　　工　　　条　　　件

Ⅵ仮 設 備 １．仮設備(仮橋、足場等)の他工事への転用、引継ぎ指定あり

　関　　係 　・内容：

　・期間：

　・条件：

２．仮設備の条件指定あり

　・設計条件：

　・構造：

　・施工方法：

３．その他

Ⅶ残土･産業 　・別紙「建設副産物特記仕様書」のとおり

 廃棄物関係

Ⅷ工事支障 １．占用支障物件あり（電気、電話、水道、ガス等）

　物 件 等 　・内容、管理者：

　・位置：

　・移設時期：

　・工事方法、防護：

２．占用物件重複施工あり

　・工事内容：

　・期間：

３．その他

Ⅸ薬液注入 １．薬液注入工法あり

　関　　係 　・別紙条件明示による

Ⅹ そ の他 １．工事用資機材の保管、仮置き方法の指定あり

　・場所：

　・期間：

　・保管方法：

２．現場発生品あり

　・品名、数量：

　・現場内再使用の有無：

　・搬出場所：

３．支給材料及び貸与品あり

　・品名、数量：

　・引渡場所、期間：

４．関係機関・自治体等の近接協議に係る条件及びその内容

　・条件：

　・内容：

５．架設工法の指定あり

　・施工方法：

　・施工条件：

６．工事用電力の指定あり

　・内容：

７．新技術･新工法･特許工法の指定あり

　・内容：

３．その他 請負金額が500万円を超える場合には、コリンズへ登録すること。
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５．建設リサイクル法の対象工事において、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、法第１８条に基

　づき再資源化等完了報告書を提出すること。

６．自ら産業廃棄物を運搬・処分する以外は、委託契約書の写しを提出すること。

７．協議について

　建設工事発注後に明らかになったやむを得ない事情により、上記の指定や条件によりがたい場合は、速やかに発

注者に報告し、協議すること。

但し、現場条件や数量の変更等、請負者の責によるものでない事項についてはこの限りではない。

備 考

受 入 時 間

　工事の施工により発生する廃棄物は、下記の場所に搬出するものとし積算している。

搬出する廃棄物名

処 理 施 設 名 称

施 設 所 在 地

8:00～17:00

有料

8:00～17:00

建設発生木材

森下企業㈱湯沢ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄ

湯沢町大字湯沢

784-3371

アスファルト塊

４．建設廃棄物の搬出

コンクリート塊

森下企業㈱湯沢ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄ

湯沢町大字湯沢

784-3371

森下企業㈱湯沢ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄ

湯沢町大字湯沢

784-3371

8:00～17:00

連 絡 先

　上表は積算上の条件であり、処理施設を指定するものではない。なお、請負者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。

受 入 費 用

備 考 再資源化施設再資源化施設再資源化施設

有料有料

３．建設発生土の搬出

受 入 費 用

　工事の施工により発生する建設発生土は、下記の場所に搬出すること。

連 絡 先

受 入 時 間

有料

仮 置 場 所 の 有 無

新潟砂利建設工業(株)

南魚沼市新堀・田崎地内

025-775-3115

受入工事名／施設名称

工事場所／施設所在地

施 工 会 社 名 ・ 連 絡 先

　

　

8:30-16:30

工　事　名

２．建設発生土の利用

　盛土等に使用する発生土は、下記の工事からの建設発生土を利用するものとする。

備　　考発 注 機 関 発 生 場 所

再 資 源 化 施 設 名 ・ 所 在 地

別紙１ 平成１６年４月１日以降適用

再 生 資 材 名 備　　考使 用 箇 所規　格

建　設　副　産　物　特　記　仕　様　書

維持第３号東山線側溝修繕工事

１．再生資材の利用

　下記資材の使用に際し、再生資材を利用すること。



再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画に関する取扱基準

　再生資源利用及び再生資源利用促進計画に関しての取扱いは、下記によるものとする。

　なお、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書の様式に関しては、別紙様式を

参照のこと。

１　再生資源利用計画書

１－１　再生資源利用計画の作成が必要となる工事

再生資源利用計画書の提出を必要とする。

　①　土　砂

　②　砕　石

　③　加熱アスファルト混合物

１－２　再生資源利用計画の内容

　①　各建設資材ごとの利用量

　②　①の利用量のうち再生資源の種類ごとの利用量

　③　②に揚げるもののほか再生資源の利用に関する事項

１－３　再生質源利用計画の作成者

　計画の作成は元請業者が責任をもって行うものとする。

１－４　建設工事完成後

　元請業者は、再生資源利用計画の実施状況（実績）を記録する。

１－５　再生資源利用計画書の提出

　計画書の提出は、施工計画書に含めて提出するものとする。なお、実施状況（実績）を

記録した計画書は、工事完成後速やかに提出するものとする。

１－６　再生資源利用計面書の保存期間

　元請業者は、再生資源利用計画及びその実施状況の記録について、当該建設工事の完成

後１年間保存するものとする。

原則として「入力システム」を使用し、電子記録媒体（CD－R等）及び印刷したもの(A4)を提出する。



２再生資源利用促進計画書

２－１　再生資源利用促進計画の作成が必要となる工事

　工事規模に開係なく、次の建設副産物が現場から発生又は搬出する全ての工事が再生資

源利用促進計画書の提出を必要とする。

　①　建設発生土

　②　コンクリート塊

　③　アスファルト・コンクリート塊

　④　建設発生木材

　⑤　建設汚泥

　⑥　建設混合廃棄物

２－２　再生資源利用促進計書の内容

　①　建設副産物の種類ごとの搬出量

　②　建設副産物の種類ごとの再資源化施設または他の工事現場などへの搬出量

　③　②に掲げるもののほか建設副産物に係る再生資源の利用の促進に関する事項

２－３　再生資源利用促進計書の作成者

　計画の作成は元請業者が責任をもって行うものとする。

２－４　建設工事完成後

　元請業者は、再生資源利用促進計画の実施状況（実績）を記録する。

２－５　再生資源利用促進計画書の提出

　計画書の提出は、施工計画書に含めて提出するものとする。なお、実施状況（実績）を

記録した計画書(実績書)は、工事完成後速やかに提出するものとする。

原則として「入力システム」を使用し、電子記録媒体（CD－R等）及び印刷したもの(A4)を提出する。

２－６　再生資源利用促進計画書の保存期間

　元請業者は、再生資源利用促進計画及びその実施状況の記録について、当該建設工事の

完成後１年間保存するものとする。



「安全・訓練等の実施」に関する特記仕様書

１．安全・訓練等の実施

　本工事の施工に際し、現場に即した安全・訓練等について工事着手後、原則

として作業員全員の参加により月当り半日以上の時間を割り当て、下記の項目

から実施内容を選択し、安全・訓練等を実施するものとする。

　（１）安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育

　（２）本工事内容等の周知徹底

　（３）土木工事安全施工技術指針等の周知徹底

　（４）本工事における災害対策訓練

　（５）本工事現場で予想される事故対策

　（６）その他、安全・訓練等として必要な事項

２．安全・訓練等に関する施工計画の作成

　施工に先立ち、作成する施工計画書に本工事の内容に応じた安全・訓練等の

具体的な計画を作成し、監督職員に提出するものとする。

８．安全・訓練等の実施状況報告

　安全・訓練等の実施状況をビデオ・写真等、または、工事報告（工事月報）

に記録し、報告するものとする。



〔　参　考　〕

特記仕様書の実施項目の具体的内容は、以下を参考にするものとする。

（１）安全活動のビデオ等による視覚教育

（２）法律等の周知

　・労働安全衛生法

　・土木工事安全施工技術指針

　・道路工事現場における標識施設等の設置基準

　・維持修繕工事保安施設設置基準

　・建設工事に伴う騒音振動対策技術指針

　・市街地土木工事公衆災害防止対策要網等

（３）工事内容等の周知

　・仮設材（足場、支保工、矢板、Ｈ形鋼、山留工、覆工板等）

　・設計上における留意点の周知

　・橋梁架設工法の設計上における留意点の周知

　・その他、設計上における留意点の周知

（４）安全衛生活動に関する手法の習得

　・ＫＹ活動の必要性とその手法

　・ツールボックスミーティングの必要性とその手法

　・安全誘導のための講習

　・その他の安全衛生活動に関する講習

（５）前月の反省と評価

　・作業における不安全行動の指摘

　・作業における注意事項（危険作業のある場合は、避難方法の周知）

　・上記に対して、労働者からの意見発表

　・事故発生の場合は、事故の分析と改善策の発表

（６）当月の作業内容と目標の徹底

（７）上記の係わる実践的指導

（８）その他安全衛生教育として必要な事項


